
●平成２６年度　就学援助実施状況

41 20 23 1 16 21 16 2 0 17 19

沖縄県 那覇市 学校教育部 098-917-3505 ○ ○ ○ ○ ○ http://www.city.naha.okinawa.jp/kakuka/kyouikugakumu/syuugaku/shugaku24.html

沖縄県 宜野湾市 指導部　学務課 098-892-8283 ○ ○ ○ http://www.city.ginowan.okinawa.jp/life/school/03/syugaku.html

沖縄県 石垣市 教育部学務課学務係 0980-83-0355 ○ ○ ○ ○ ○ ○ http://www.city.ishigaki.okinawa.jp/400000/410000/410900/school-es01.html#援助の内容

沖縄県 浦添市 教育委員会　学務課 098-876-1234（内線6515） ○ ○ ○ ○ http://www.city.urasoe.lg.jp/

沖縄県 名護市 教育委員会　学校教育課 0980-53-1212（内線381） ○ ○ ○ http://www.city.nago.okinawa.jp/4/3691.html

沖縄県 糸満市 学校教育課 098-840-8165 ○ ○ ○ ○ http://www.city.itoman.lg.jp/docs/2013020100801/

沖縄県 沖縄市 沖縄市教育委員会　指導部　学務課　助成係 098-939-1212（内線2723） ○ ○ ○ ○ http://www.city.okinawa.okinawa.jp/kurashi/116/2382

沖縄県 豊見城市 学校教育部　学校教育課 ０９８－８５０－０９６１ ○ ○ ○ ○ ○ http://www.city.tomigusuku.okinawa.jp/education_sport/134/537

沖縄県 うるま市 指導部　学務課 098-978-2159 ○ ○ ○ ○ http://www.city.uruma.lg.jp/3/2626.html

沖縄県 宮古島市 教育委員会学校教育課学務係 0980-77-4944 ○ ○ ○ http://www.city.miyakojima.lg.jp/soshiki/kyouiku/kyouikubu/gakkokyouiku/jyunnyouhogo.html

沖縄県 南城市 教育委員会教育指導課 098-947-6017 ○ ○ ○ ○ http://www.city.nanjo.okinawa.jp/life/education/post-45.html

沖縄県 国頭村 教育課 0980-41-2255 ○

沖縄県 大宜味村 学校教育係 0980-44-3006 ○

沖縄県 東村 教育委員会 ０９８０－４３－２１３０ ○

沖縄県 今帰仁村 教育委員会　学校教育課 ０９８０－５６－２６４５ ○ ○

沖縄県 本部町 本部町教育委員会 0980-47-2206 ○ ○ ○ ○ http://www.town.motobu.okinawa.jp/index.php?oid=2686&dtype=1000&pid=210

沖縄県 恩納村 学校教育課　学校教育係 098-966-1209 ○ ○

沖縄県 宜野座村 宜野座村教育委員会　教育課 098-968-8522 ○ ○ ○

沖縄県 金武町 教育委員会学校教育課 098-968-2991 ○ ○

沖縄県 伊江村 教育行政課 0980-49-2334 ○ ○

沖縄県 読谷村 教育委員会 ０９８－９８２－９２２８ ○ ○ ○ ○ http://www.vill.yomitan.okinawa.jp/sections/guide/education/

沖縄県 嘉手納町 教育総務課 090-956-1111（254） ○ ○ ○ ○ ○ http://www.educ.kadena.okinawa.jp

ウェブサイトＵＲＬ

１．就学援助制度の周知方法

該当団体数

カ．各学
校に対し
て制度を
書面で周
知

キ．教職
員向け説
明会を実
施

ク．保護
者向け説
明会を実
施するよ
う各学校
へ指導

ケ．その他

①都道府県 ②市町村名 ③部署名 ④TEL
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制度を掲
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イ．自治
体の広報
誌等に制
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ウ．就学
案内の書
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エ．入学時
に学校で就
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オ．毎年
度の進級
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付
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沖縄県 北谷町 北谷町教育委員会　学校教育課 098-982-7705 ○ ○ ○ http://www.chatan.jp/kyouiku/2/1993.html

沖縄県 北中城村 北中城村教育委員会教育総務課 098-935-3773 ○ ○

沖縄県 中城村 教育総務課 098-895-3276 ○ ○ ○ http://www.vill.nakagusuku.okinawa.jp/detail.jsp?id=58047&type=TopicsTopPage&funcid=2

沖縄県 西原町 教育部　教育総務課 098-945-5039 ○ ○ ○ ○

沖縄県 与那原町 与那原町教育委員会 学校教育課 098-945-2361 ○ ○ ○ ○ http://www.town.yonabaru.okinawa.jp/kosodate/gakkou/pdf/H25_SyugakuEnzyo.pdf

沖縄県 南風原町 教育委員会　教育総務課 ０９８－８８９－２６２０ ○ ○ ○ ○ http://www.town.haebaru.lg.jp

沖縄県 渡嘉敷村 教育課 098-987-2120 ○

沖縄県 座間味村 座間味村教育委員会 098-987-2153 ○

沖縄県 粟国村 教育総務課 098-988-2449 ○

沖縄県 渡名喜村 教育行政課 098-989-2015 ○

沖縄県 南大東村 総務 ０９８０２－２－２５３１ ○ ○

沖縄県 北大東村 教育委員会 ０９８０２－３－４１３８ ○

沖縄県 伊平屋村 伊平屋村教育委員会 ０９８０－４６－２００３ ○ ○

沖縄県 伊是名村 教育振興課 0980-45-2318 ○ ○ ○

沖縄県 久米島町 教育委員会 ０９８－９８５－２２８７ ○ ○

沖縄県 八重瀬町 学校教育課 098-998-7571 ○ ○ ○ ○

沖縄県 多良間村 教育課 0980-79-2674 ○ ○ http://www2.miyako-ma.jp/takyoui/tetuzuki.htm#enjo

沖縄県 竹富町 教育委員会　教育課 0980-82-6191 ○ ○

沖縄県 与那国町 教育委員会　総務課 0980-87-2002 ○ ○
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沖縄県 那覇市

沖縄県 宜野湾市

沖縄県 石垣市

沖縄県 浦添市

沖縄県 名護市

沖縄県 糸満市

沖縄県 沖縄市

沖縄県 豊見城市

沖縄県 うるま市

沖縄県 宮古島市

沖縄県 南城市

沖縄県 国頭村

沖縄県 大宜味村

沖縄県 東村

沖縄県 今帰仁村

沖縄県 本部町

沖縄県 恩納村

沖縄県 宜野座村

沖縄県 金武町

沖縄県 伊江村

沖縄県 読谷村

沖縄県 嘉手納町

該当団体数

①都道府県 ②市町村名

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ シ ス セ ソ タ チ ツ テ

課税所得
等の分類

基準額の
時期

35 34 9 9 9 18 6 5 6 6 8 10 15 6 10 1 0 0 16

○ ○ ○ 1.3 その他 前年度 353 30%未満

○
準要保護の認定に、「特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用
いる保護基準額早見表」を利用。 25%未満

○ 1

給与収入
（税引き
前） 前年度 240 20%未満

○ ○ ○ ○ 1

給与収入
（税引き
前） 当該年度 348 20%未満

○ ○ ○ 15%未満

○ ○ ○ 1.1

給与収入
（税引き
前） 前々年度 315 15%未満

○ ○ ○ ○
「特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額早見
表」を利用 30%未満

○ ○ ○ 1.1

給与収入
（税引き
前） 当該年度 285 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20%未満

○ 1 課税所得 当該年度 211 20%未満

○ ○ ○ ○ 1

給与収入
（税引き
前） その他 216

当該年度に、災害、火災により財産を失った者、生計維持者等が死
亡した者、生計維持者等が長期療養又は休職したことにより収入が
ない者は基準額を1.5倍する 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20%未満

○ ○ ○ ・その他教育長が就学援助を行う必要があると認める者。 15%未満

○ ○ 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ 教育長が就学援助を行う必要があると認められる者 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　●教育委員会が援助費の給付が特に必要と認める者として、災
害、火災により財産を失った者、破産宣告を受けた者、その他教育
委員会が就学援助を行う必要があると認める者 15%未満

○ ○ ○

災害、火災により財産を失ったため。　生計維持者が失業したため。　生計維持者が死亡し

たため。　生計維持者が長期療養または休職した事により収入が無いため。　離婚のために

生活状態が極めて悪いため。　破産宣告を受けた者。 20%未満

○ ○ ○ ○ その他教育長が就学援助を行う必要があると認めるもの。 20%未満

○ ○ ○ ○ 15%未満

○ ○ 20%未満

市区町村
民税（均
等割）課
税最低限
度額に一
定の係数
を掛けた
もの

テ（その他）の場合の内容

平
成
2
5
年
度
要
保
護
・
準
要
保
護
就
学
援
助
率

保護者が
職業安定
所登録日
雇労働者

P・T・A会
費，学級
費等の学
校納付金
の減免が
行なわれ
ている者

個人の事
業税の減
免

固定資産
税の減免

保護者の
職業が不
安定で，
生活状態
が悪いと
認められ
る者

目安額倍率 基準根拠学校納付
金の納付
状態の悪
い者，昼
食，被服
等が悪い
者または
学用品，
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

経済的理
由による
欠席日数
が多い者

生活福祉
資金によ
る貸付

その他生活保護
の基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（生活保
護の基準
額が変わ
ると自動
的に要件
が変わる
もの）

生活保護
の基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（生活保
護の基準
額を参照
して額を
定めてい
るもの）

市区町村
民税（所得
割）課税最
低限度額
に一定の
係数を掛
けたもの

２．平成２６年度　準要保護の認定基準について

ソ又はタの基準（生活保護の基準額に一定
の係数を掛けたもの）を使用している場合
の，生活保護の基準額に掛ける倍率およ
び目安額

生活保護
法に基づ
く保護の
停止又は
廃止

市町村民
税の非課
税

市町村民
税の減免

国民年金
保険料の
免除

国民健康
保険法の
保険料の
減免また
は徴収の
猶予

児童扶養
手当の支
給
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①都道府県 ②市町村名

沖縄県 北谷町

沖縄県 北中城村

沖縄県 中城村

沖縄県 西原町

沖縄県 与那原町

沖縄県 南風原町

沖縄県 渡嘉敷村

沖縄県 座間味村

沖縄県 粟国村

沖縄県 渡名喜村

沖縄県 南大東村

沖縄県 北大東村

沖縄県 伊平屋村

沖縄県 伊是名村

沖縄県 久米島町

沖縄県 八重瀬町

沖縄県 多良間村

沖縄県 竹富町

沖縄県 与那国町

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ シ ス セ ソ タ チ ツ テ

課税所得
等の分類

基準額の
時期
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準
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学
援
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率

保護者が
職業安定
所登録日
雇労働者

P・T・A会
費，学級
費等の学
校納付金
の減免が
行なわれ
ている者

個人の事
業税の減
免

固定資産
税の減免

保護者の
職業が不
安定で，
生活状態
が悪いと
認められ
る者

目安額倍率 基準根拠学校納付
金の納付
状態の悪
い者，昼
食，被服
等が悪い
者または
学用品，
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

経済的理
由による
欠席日数
が多い者

生活福祉
資金によ
る貸付

その他生活保護
の基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（生活保
護の基準
額が変わ
ると自動
的に要件
が変わる
もの）

生活保護
の基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（生活保
護の基準
額を参照
して額を
定めてい
るもの）

市区町村
民税（所得
割）課税最
低限度額
に一定の
係数を掛
けたもの

２．平成２６年度　準要保護の認定基準について

ソ又はタの基準（生活保護の基準額に一定
の係数を掛けたもの）を使用している場合
の，生活保護の基準額に掛ける倍率およ
び目安額

生活保護
法に基づ
く保護の
停止又は
廃止

市町村民
税の非課
税

市町村民
税の減免

国民年金
保険料の
免除

国民健康
保険法の
保険料の
減免また
は徴収の
猶予

児童扶養
手当の支
給

○ ○ ○ 25%未満

○ ○ ○ ○
・準要保護の認定に、「特別支援教育就学奨励費の需要額測定に
用いる保護基準額早見表」を利用 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満

○ ○ ○ 1.1 課税所得 前年度 255 25%未満

○ ○ ○ ○ 1.1

給与収入
（税引き
前） 当該年度 236

生活保護基準額に１.８倍未満で災害、火災により財産を失った者。
生計維持者の失業、死亡、長期療養、休職。　離婚。　その他教育
長が認める者。 25%未満

○ ○ ○ ○ 1.3 課税所得 当該年度 276

　当該年度において、以下（１～５）のいずれかに該当する者で、世帯の前年の収入が生活

保護基準額に１．８を乗じて得た額未満の者。　　１．災害、火災により財産を失った者　　２．

生計維持者等が死亡した者　　３．生計維持者等が長期療養又は休職したことにより収入が

ない者　　４．離婚した者　　５．その他教育長が特殊事情があると認める者 20%未満

○ ○ 5%未満

○ ○ 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ア、イ、サ、シ、ス、に準ずる程度に認められる者 20%未満

○ 本村においては準要保護認定を行っていない。 0%未満

○ 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満

○ ○ ○ 教育長が必要と認める者。 15%未満

○ ○ 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.1 課税所得 前年度 200 20%未満

○ ○ ○ 経済的理由で給食費や教材費の支払いに困っている世帯 10%未満

○ ○ ○ 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30%未満
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沖縄県 那覇市

沖縄県 宜野湾市

沖縄県 石垣市

沖縄県 浦添市

沖縄県 名護市

沖縄県 糸満市

沖縄県 沖縄市

沖縄県 豊見城市

沖縄県 うるま市

沖縄県 宮古島市

沖縄県 南城市

沖縄県 国頭村

沖縄県 大宜味村

沖縄県 東村

沖縄県 今帰仁村

沖縄県 本部町

沖縄県 恩納村

沖縄県 宜野座村

沖縄県 金武町

沖縄県 伊江村

沖縄県 読谷村

沖縄県 嘉手納町

該当団体数

①都道府県 ②市町村名

３．平成２６年度における生活扶助基準の見直しに伴う影響への対応

5 1 1 0 3 3 2 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0

○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

エ．福祉
担当部局
等と連携
した取組

オ．福祉
担当部局
と連携し
た学習支
援などの
貧困対策
事業の実
施

生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
る」

生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
ない」

カ．就学
援助以外
の義務教
育段階の
保護者の
教育費負
担軽減事
業

キ．子供
医療費助
成制度

ク．対象
者への手
厚い支援

ケ．その
他

その他検討中 オ．その
他

ア．スクー
ルソー
シャル
ワーカー
（以下「Ｓ
ＳＷ」の活
用

イ．ＳＳＷ
以外の外
部人材

ウ．貧困
対策に関
する資質
向上のた
めの教職
員研修

維持 上げた 影響なし

問Ａ－１　係数を見直したか 問Ａ－２ 問Ａ－３　問Ａ－２で対応している場合，どのような対
応を行っているか（複数回答）

問Ａ－４　問Ａ－２で対応を行っていない場合，経済的に困窮している児童生徒に対しての就学援
助制度以外の取組（複数回答）

問Ａ　生活保護の基準額に一定の係数を掛けたもの（生活保護の基準額が変わると自動的に要件が変わるもの）

ア．他の
認定基準
に該当す
るかを確
認

イ．学校
や教育委
員会で家
計等の状
況を個別
判断

ウ．25年
度に対象
であった
世帯等に
ついて
は，25年8
月以前の
基準を踏
まえて認
定

エ．特別
な事情の
ある世帯
について
は，別の
生活保護
基準額に
一定の係
数を掛け
た基準額
を用いて
認定
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①都道府県 ②市町村名

沖縄県 北谷町

沖縄県 北中城村

沖縄県 中城村

沖縄県 西原町

沖縄県 与那原町

沖縄県 南風原町

沖縄県 渡嘉敷村

沖縄県 座間味村

沖縄県 粟国村

沖縄県 渡名喜村

沖縄県 南大東村

沖縄県 北大東村

沖縄県 伊平屋村

沖縄県 伊是名村

沖縄県 久米島町

沖縄県 八重瀬町

沖縄県 多良間村

沖縄県 竹富町

沖縄県 与那国町

３．平成２６年度における生活扶助基準の見直しに伴う影響への対応

エ．福祉
担当部局
等と連携
した取組

オ．福祉
担当部局
と連携し
た学習支
援などの
貧困対策
事業の実
施

生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
る」

生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
ない」

カ．就学
援助以外
の義務教
育段階の
保護者の
教育費負
担軽減事
業

キ．子供
医療費助
成制度

ク．対象
者への手
厚い支援

ケ．その
他

その他検討中 オ．その
他

ア．スクー
ルソー
シャル
ワーカー
（以下「Ｓ
ＳＷ」の活
用

イ．ＳＳＷ
以外の外
部人材

ウ．貧困
対策に関
する資質
向上のた
めの教職
員研修

維持 上げた 影響なし

問Ａ－１　係数を見直したか 問Ａ－２ 問Ａ－３　問Ａ－２で対応している場合，どのような対
応を行っているか（複数回答）

問Ａ－４　問Ａ－２で対応を行っていない場合，経済的に困窮している児童生徒に対しての就学援
助制度以外の取組（複数回答）

問Ａ　生活保護の基準額に一定の係数を掛けたもの（生活保護の基準額が変わると自動的に要件が変わるもの）

ア．他の
認定基準
に該当す
るかを確
認

イ．学校
や教育委
員会で家
計等の状
況を個別
判断

ウ．25年
度に対象
であった
世帯等に
ついて
は，25年8
月以前の
基準を踏
まえて認
定

エ．特別
な事情の
ある世帯
について
は，別の
生活保護
基準額に
一定の係
数を掛け
た基準額
を用いて
認定

○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○
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沖縄県 那覇市

沖縄県 宜野湾市

沖縄県 石垣市

沖縄県 浦添市

沖縄県 名護市

沖縄県 糸満市

沖縄県 沖縄市

沖縄県 豊見城市

沖縄県 うるま市

沖縄県 宮古島市

沖縄県 南城市

沖縄県 国頭村

沖縄県 大宜味村

沖縄県 東村

沖縄県 今帰仁村

沖縄県 本部町

沖縄県 恩納村

沖縄県 宜野座村

沖縄県 金武町

沖縄県 伊江村

沖縄県 読谷村

沖縄県 嘉手納町

該当団体数

①都道府県 ②市町村名

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

基準額の時期を変更。

○「小学校給食費助成事業」　所管：学校給食センター

　平成25年度から、小学校の給食費は半額助成を行っています。

　（保護者は、学校長を経由して宜野湾市長に対して、半額助成の申請手続きが必要。）

○準要保護を査定する場合は、「特別支援教育就学奨励費補助」の早見表等を参考にしている。

・基準額の時期を変更した。
・民生委員からの情報提供を受け、援助申請や認定を適宜実施し
ている。

生活保護基準額の１．０未満から平成２６年度は１．０以下に基準を
見直しました。

○

平成２５年８月から生活保護基準の見直しが行われていますが、平成２６年度については、生活保護基準の

見直しに影響が出ないことも加味して、文科省が示している平成２６年度特別支援教育就学奨励費の需要

額測定に用いる保護基準額等早見表（平成２４年１２月末日現在）に参考及び平成２４年４月時点での生活

保護基準で算定し、なるべく影響のないように運用しています。

準要保護の認定基準として、文部科学省より通知される「特別支援
教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額」を用いてい
る。

Ｈ26認定基準額の目安額増額の理由：平成25年度と平成26年度に
おいて、生活保護基準額に見直しがあり、目安額を平成26年度の
基準額を参考に計算したため。

H26の認定作業は、H26の生活扶助基準を採用する。①「新規申請者」は、H26の基準のみ

で認定・非認定を判定。②「H25からの継続申請者」は、H26の基準で判定し、非認定の場合

はH25の基準で再計算し再度認定・非認定の判定を行う。

ケ．その
他

イ．ＳＳＷ
以外の外
部人材

ウ．貧困
対策に関
する資質
向上のた
めの教職
員研修

エ．福祉
担当部局
等と連携
した取組

オ．福祉
担当部局
と連携し
た学習支
援などの
貧困対策
事業の実
施

カ．就学
援助以外
の義務教
育段階の
保護者の
教育費負
担軽減事
業

キ．子供
医療費助
成制度

ク．対象
者への手
厚い支援

検討中 生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
ない」

ア．他の
認定基準
に該当す
るかを確
認

イ．学校
や教育委
員会で家
計等の状
況を個別
判断

オ．その
他

ア．スクー
ルソー
シャル
ワーカー
（以下「Ｓ
ＳＷ」の活
用

その他 生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
る」

ウ．25年
度に対象
であった
世帯等に
ついて
は，25年8
月以前の
基準を踏
まえて認
定

エ．特別
な事情の
ある世帯
について
は，別の
生活保護
基準額に
一定の係
数を掛け
た基準額
を用いて
認定

下げてい
ない

下げた 影響なし

問Ｃ　補足事項等
問B－４　問Ｂ－２で対応を行っていない場合，経済的に困窮している児童生徒に対しての就学援
助制度以外の取組（複数回答）

問Ｂ－１　認定基準額を下げたか 問B－２ 問B－３　問Ｂ－２で対応している場合，どのような対
応を行っているか（複数回答）

問Ｂ　生活保護の基準額に一定の係数を掛けたもの（生活保護の基準額を参照して額を定めているもの）
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①都道府県 ②市町村名

沖縄県 北谷町

沖縄県 北中城村

沖縄県 中城村

沖縄県 西原町

沖縄県 与那原町

沖縄県 南風原町

沖縄県 渡嘉敷村

沖縄県 座間味村

沖縄県 粟国村

沖縄県 渡名喜村

沖縄県 南大東村

沖縄県 北大東村

沖縄県 伊平屋村

沖縄県 伊是名村

沖縄県 久米島町

沖縄県 八重瀬町

沖縄県 多良間村

沖縄県 竹富町

沖縄県 与那国町

ケ．その
他

イ．ＳＳＷ
以外の外
部人材

ウ．貧困
対策に関
する資質
向上のた
めの教職
員研修

エ．福祉
担当部局
等と連携
した取組

オ．福祉
担当部局
と連携し
た学習支
援などの
貧困対策
事業の実
施

カ．就学
援助以外
の義務教
育段階の
保護者の
教育費負
担軽減事
業

キ．子供
医療費助
成制度

ク．対象
者への手
厚い支援

検討中 生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
ない」

ア．他の
認定基準
に該当す
るかを確
認

イ．学校
や教育委
員会で家
計等の状
況を個別
判断

オ．その
他

ア．スクー
ルソー
シャル
ワーカー
（以下「Ｓ
ＳＷ」の活
用

その他 生活扶助
基準の見
直しに伴
う影響が
出ないよ
う「対応を
行ってい
る」

ウ．25年
度に対象
であった
世帯等に
ついて
は，25年8
月以前の
基準を踏
まえて認
定

エ．特別
な事情の
ある世帯
について
は，別の
生活保護
基準額に
一定の係
数を掛け
た基準額
を用いて
認定

下げてい
ない

下げた 影響なし

問Ｃ　補足事項等
問B－４　問Ｂ－２で対応を行っていない場合，経済的に困窮している児童生徒に対しての就学援
助制度以外の取組（複数回答）

問Ｂ－１　認定基準額を下げたか 問B－２ 問B－３　問Ｂ－２で対応している場合，どのような対
応を行っているか（複数回答）

問Ｂ　生活保護の基準額に一定の係数を掛けたもの（生活保護の基準額を参照して額を定めているもの）

平成26年度に認定基準として、生活保護の基準額に一定係数を掛
けたものを新規で設けたため、影響はありません。

・平成２６年度より、こども医療費助成（通院分・入院分）を０才～中学３年生まで拡大しました。　・平成２５年

度より、福祉担当部局と連携して就学援助（要保護）を受けている世帯の生徒に対する学習支援を行ってい

ます。　・要綱の改正は行っておりませんが、生活保護基準の１．３倍未満という係数は高い方であると考え

ています。

本村においては、全児童生徒を対象に給食費の無償化及び入学祝
い金の支給を行っている。学用品費についても対米補助金を活用し
購入出来るようにしている。

地域の実態に合ったものに基準替えを行った。

基準額の時期を変更
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